
組合員資格取得・喪失等にかかる手続きについて 

 

 職員の採用や異動、退職など次の（１）から（４）に該当する場合、所属所から当

支部へ手続きが必要となる場合があります。 

対象者がいる場合、次ページ以降で提出書類等を確認し、書類を提出してください。 

 

 事象 具体例 

(１) 
資格取得 

(採用等) 

・組合員の資格取得要件を満たす職員が採用された。 

・職員が知事部局（市町村長部局）から異動してきた。 

・週の所定労働時間が20時間未満であった職員が20時間以上とな

り、組合員の資格取得要件を満たすこととなった。   等 

(２) 任用形態変更 

・育休代替の臨時的任用職員が育休代替の任期付職員となった。 

・常勤職員を退職し、引続き会計年度任用職員となった。 

・会計年度任用職員が臨時的任用職員となった。     等 

(３) 
転入転出 

(所属所異動) 

・横浜市立の学校から空白期間なく川崎市立の学校に転入した。 

・Ａ所属で 3/20 まで会計年度任用職員だった職員が、Ｂ所属で 4/8

から再度会計年度任用職員となった（3/21 から 4/7 まで任用はな

いが、組合員資格を継続させると任命権者が判断した。）。 

・Ａ所属で 3/31 まで臨時的任用職員だった職員が、Ｂ所属で 4/1

から再度臨時的任用職員となった。          等 

(４) 
資格喪失等 

(退職等) 

・組合員が退職した。 

・週の所定労働時間が20時間以上であった職員が20時間未満とな

り、組合員の資格取得要件を欠くこととなった。 

・職員が知事部局（市町村長部局）へ異動となった。   等 

 

  
 

（１）の資格取得（採用等）を除き、当支部に提出する書類には組合員等番号

を記載していただきます。 

組合員等番号は枝番を除いた６桁であり、市町村等職員の職員番号とは異なり

ます。（県職員においても職員番号と必ずしも同一ではありません。） 

 

 

 

 

  



様式番号 注意点

給付様式第1-1号
複数校勤務者等で辞令が複数交付されている方は、任命
権者に資格取得日を確認のうえ、提出してください。

辞令等の写し - 常勤職員は提出不要

個人番号届書 給付様式第12-1号

組合員資格取得届書

添
付
書
類

提出書類

（１）資格取得（採用等）時の手続き 

 

< 手続き対象者 > 

組合員の資格取得要件を新たに満たすこととなった者 

 

< 提出書類 > 
【職員本人分】 

 

 

 

 

 

 

 

< 当支部からの送付物 > 

 ・マイナ保険証を保有している者へは「資格情報のお知らせ※１」を通知します。 
  ※１ マイナ保険証を保有している者の「資格情報のお知らせ」は所属所に届いたことをも

って、対象者のマイナ保険証が利用可能となったお知らせを兼ねます。 

 ・マイナ保険証を保有していない等の者※２へは「資格情報のお知らせ」と健康保

険証の替わりとなる「資格確認書」を交付します。 
  ※２ マイナ保険証を保有していない等の者とは、次の①～④に該当する者です。 

① マイナンバーカードの未取得者・返納者・紛失者・更新中の者 
② マイナンバーカードを保有しているが健康保険証利用登録を行っていない者(利用

登録解除者等を含む) 
③ マイナンバーカードの電子証明書の有効期限切れの者 
④ マイナ保険証での受診が困難で、介助者等の第三者が同行して資格確認を補助する

必要がある要配慮者 
 

①～④に該当するか否かは組合員が判断を行います。(該当する場合、提出する組合員
資格取得届書の「資格確認書交付要否」欄の「交付が必要」にチェックしてくださ
い。) 

 

< 留意事項 > 

【共通】 

・資格確認書等の窓口交付は行いません。 

・資格確認書等の交付日についてのお問合せには対応いたしかねます。 

・資格確認書等の交付は、届け出を受理した順に行いますが、資格情報の確認に

必要な各任命権者からの任用情報の提供が遅れた場合、情報の確認に時間を要

することから、交付に遅れが出る場合があります。 

・資格確認書等を交付するまでの間に、その代わりとなる資格取得に関する証明書

は、資格確認書等の交付と同様の情報の確認が必要なため、交付はしません。 

・氏名のカナについて拗音は、大きく印字されます。 例）ｷｮｳｻｲ → ｷﾖｳｻｲ 

・組合員や被扶養者が、市区町村等から乳幼児・障害者・ひとり親家庭・自立支援

等の医療証が交付された場合は、「市区町村等による医療費助成受給の（開始・停

止・延長）届出書」（給付様式第 8-1 号）」に医療証の写しを添付して、提出して



ください。（未届けのため給付金が重複支給となった場合は、給付金を返還してい

ただきます。） 

 

【資格確認書等交付前の医療機関等の受診について】 

・「資格確認書」及び「資格情報のお知らせ」が手元に届くまでに医療機関を受診す

る際は、当支部に資格取得の手続き中であることを医療機関等に伝えてください。

そのうえで医療機関の指示に従ってください。 

・医療費の全額を自己負担で医療機関を受診した場合、「資格確認書」及び「資格情

報のお知らせ」が届いたことを医療機関等に連絡してください。マイナ保険証や

「資格確認書」を提示し、医療機関等から払い戻しされた場合は手続き終了です。 

・医療機関等から医療費が払い戻されなかった場合は、「療養費・家族療養費請求書

（国内用）（給付様式第 9-1 号）に、「診療報酬明細書（レセプト）」（※）と「領

収書」（原本）を添付して、所属所を通して当支部へ請求してください。保険適用

外の費用や消費税は請求対象外です。請求期間は、医療費を支払った日の翌日か

ら２年間です。 

（※）医療機関等の窓口で発行を依頼してください。会計時に発行される「診療

明細書」ではありません。 

 

【組合員（資格継続について）】 

・前所属から現所属にかけて組合員資格が継続する場合は、前所属で交付された組

合員証や「資格確認書」をそのまま継続して利用するため、（１）資格取得（採用

等）時の手続きではなく（３）転入転出（所属所異動）時の手続きを行ってくだ

さい。 

・資格を継続するか否かは各任命権者が判断を行います。詳細は任命権者にご確認

ください。 

・資格が継続するにもかかわらず、前所属で利用していた組合員証や「資格確認書」

を当支部へ既に返納してしまった場合は、該当者がマイナ保険証を保有していな

い等の場合に限り「資格確認書」を再交付しますので、現所属を通じて「再交付

等申請書（給付様式第 3-2 号）」を提出してください。 

 

【組合員（70～74 歳の方）】 

・70歳～74歳の者の「資格確認書」及び「資格情報のお知らせ」には、組合員の収

入に応じて２割または３割の「一部負担金の割合」が記載されます。しかしなが

ら新規で組合員になられた者については、収入の確認に１か月程度かかることか

ら、収入状況が「資格確認書」及び「資格情報のお知らせ」送付時点で確認でき

ない者については、一部負担金の割合を「３割」で記載します。その後、収入確

認の結果、一部負担金の割合が「２割」であることを確認した者へは、改めて一

部負担金の割合が「２割」の「資格確認書」及び「資格情報のお知らせ」を送付

しますので、当初送付分と差し替えをお願いします。（差し替え前の「資格確認

書」及び「資格情報のお知らせ」は、当支部へご返送ください。） 



・医療機関等で一部負担金の割合「３割」で受診し、後日「２割」に差し替えとな

った者については、当支部より組合員の届出口座へ差額の「１割」を自動返金し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式番号 注意点

給付様式第1-2号 組合員資格が継続する場合、提出してください。

添付
書類 辞令等の写し - 常勤職員は提出不要

給付様式第2-1-1号
任用形態が変更となり、現在扶養している者に対する扶養手
当の支給状況が変更になった場合が該当します。

（該当者のみ）
提出書類一覧【継続認定
用】（別紙Ｃ）（P34～35）
に記載の各種書類

- 継続認定の種類等を確認してください。

（該当者のみ）
国民年金第３号被保険者関
係届

給付様式第2-2号
一般組合員が短期組合員になる場合（その逆もあり）で、配
偶者が被扶養者であり、かつ、配偶者の年齢が20歳以上60歳
未満等である場合が該当します。

（該当者のみ）
被扶養者申告書【認定用】

添
付
書
類

提出書類

組合員異動報告書
（転入用）

（２）任用形態変更時の手続き 

 

< 手続き対象者 > 

・任用形態が変更となった一般・短期組合員 

 

< 提出書類 > 

 

 

 

 

 

< 留意事項 > 

・対象者が新規資格取得者か、組合員資格を継続する者かを確認してください。組

合員異動報告書（転入用）の提出を必要とするのは、組合員資格を継続する者で

す。 

・【県費・政令市費職員のみ】同一任命権者内での一般組合員間での任用形態変更

（例：常勤職員 → 暫定再任用職員（フルタイム））の場合、組合員異動報告書

（転入用）の提出は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式番号 注意点

給付様式第1-2号 組合員資格が継続する場合、提出してください。

添付
書類 辞令等の写し - 常勤職員は提出不要

給付様式第2-1-1号
任命権者が変更となり、現在扶養している者に対する扶養手
当の支給状況が変更になった場合が該当します。

（該当者のみ）
提出書類一覧【継続認定
用】（別紙Ｃ）（P34～35）

- 継続認定の種類等を確認してください。

（該当者のみ）
国民年金第３号被保険者関
係届

給付様式第2-2号
一般組合員が短期組合員になる場合（その逆もあり）で、配
偶者が被扶養者であり、かつ、配偶者の年齢が20歳以上60歳
未満等である場合が該当します。

（該当者のみ）
被扶養者申告書【認定用】

添
付
書
類

提出書類

組合員異動報告書
（転入用）

（３）転入転出（所属所異動）時の手続き 

 

< 手続き対象者 > 

・他所属から異動してきた短期組合員 

・（市町村費負担職員（政令市除く）のみ）他所属から異動してきた一般組合員 

・任命権者をまたいで異動をしてきた一般・短期組合員 

 

< 提出書類 > 

【転入所属における提出書類】 

 

 

 

 

 

【転出所属における提出書類】 

転出所属からの提出書類はありません。※(転入所属で提出書類があります。) 

 ※ 組合員資格が継続する場合に限ります。資格が継続しない場合は（４）資格喪

失等（退職等）の手続きが必要となります。 

 

< 留意事項 > 

 ・対象者が所属所異動かつ任用形態も変更となった場合は、（２）任用形態変更時

の手続きもあわせてご確認ください。 

・組合員異動報告書（転入用）の提出を必要とするのは、組合員資格が継続する者

です。 

・【県費・政令市費職員のみ】同一任命権者内での一般組合員の異動の場合、組合員

異動報告書（転入用）の提出は不要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式番号 注意点

給付様式第1-3号

添付
書類 組合員証等 -

限度額証や高齢受給者証など当支部が交付した証はすべて返
納してください。なお、「他支部」へ転出の場合も当支部
へ返納してください。

給付様式第4-1号

資格喪失後（退職後）、国民健康保険への加入等の理由で証
明書が必要な場合は、提出してください。なお、資格喪失日
（退職日）より前に提出する場合は、必ず所属所長の証明
を受けて提出してください。

【希望者のみ】
資格喪失（取消）証明書発行願

組合員異動報告書
（転出用）

提出書類

（４）資格喪失等（退職等）の手続き 

 

< 手続き対象者 > 

 ・組合員が退職等により組合員の資格取得要件を満たさなくなった場合 

 ・組合員が他の共済組合や公立学校共済組合の他支部へ転出した場合 

 ・組合員が 75 歳となり後期高齢者医療制度に加入した場合 

 

< 提出書類 > 

 

 

 

 

 

 

 

 

< 留意事項 > 

【組合員異動報告書（転出用）について】 

・組合員異動報告書（転出用）の提出をもって、当支部では組合員資格の喪失作業

を行います。そのため、報告書提出後に対象者の任用期間延長等により組合員資

格を維持することとなった場合は、速やかに当支部まで電話でご連絡ください。 

 

【組合員証・資格確認書の回収について】 

・組合員本人が退職し資格喪失となる場合は、被扶養者も自動的に認定取消となり

ます。組合員本人の組合員証（または資格確認書）と一緒に被扶養者証（または

資格確認書）も返納してください。 

・組合員が組合員証（または資格確認書）を紛失し返納できない場合は、「組合員証

等紛失届（給付様式第 3-3 号）」を添付してください。 

・やむを得ない事情により所属所が組合員証（または資格確認書）を回収できなか

った場合は、「組合員証等回収不能届（給付様式第 3-4 号）」を添付してください。 

・組合員・被扶養者が令和６年11月までに資格取得した（扶養認定された）場合は、

原則、組合員証（被扶養者証）を交付していることから、当該証を回収・返納し

てください。 

・令和６年12月以降に資格取得した（扶養認定された）者については、マイナ保険

証を保有していない等の場合に資格確認書を交付しています。そのため、当該者

が資格喪失となった際には資格確認書を保有している場合のみ回収・返納となり

ますが、その資格確認書を保有しているか否かについては本人の申し出によって

判断してください。（当支部に交付歴を確認する必要はありません。） 

・有効期限経過後の「資格確認書」は返納不要のため、所属所また組合員において

シュレッダー処分等してください。 



・喪失者の「資格情報のお知らせ」を当支部へ返却する必要はありません。 

・組合員証や資格確認書の返納の際は、油性ペン等で証の余白に「退職」「転出」

等の事由を記入してください。 

 
                番号 123456 

 
     共済  太朗 
 

 

 

【75歳到達者】 

・後期高齢者医療制度の新しい資格確認書等は市区町村等から交付されます。 

・当支部が交付した組合員証、資格確認書等は返納していだだきますが、一部の福

祉制度等が適用となるため、引き続き当支部の組合員資格は有します。 

 

【資格喪失者が任意継続を希望される場合】 

・退職日まで引き続き１年と１日以上、公務員の共済組合の組合員期間があった場

合に任意継続組合員になることができます。希望者は退職日から起算して20日以

内に退職時の所属所を経由して当支部に申出書を提出してください。（詳細は当

支部のホームページに掲載している「退職後の医療保険（健康保険）制度につい

て（通知）」をご確認ください。） 

・任意継続組合員となった者へは、全員に「資格情報のお知らせ」と、該当者へ「資

格確認書」を交付します。 

・短期・一般組合員であった際に交付されていた組合員証、被扶養者証、資格確認

書等はすべて返却してください。 

退 職 
【注意】 

組合員証番号、氏名、二次元コードは、電算

処理に使用するため、切ったり油性ペン等で

消さないでください。 


